
 

 

令和２年度 第３回安平町未来創生委員会 

議    案 
 
 

（書面開催） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基準日：令和２年１１月５日 

10月25日に開催された 

「晩秋のあびら 丘陵地帯をゆったりフットパス」 



【レジュメ】 

 

１ 議事  

 (１)第２期安平町まち・ひと・しごと創生総合戦略（案）について【資料１・２】 
    ▶ 資料１：安平町未来創生委員会 意見に対する町の考え方等について 

    ▶ 資料２：第２期安平町まち・ひと・しごと創生総合戦略（案）の新旧対照表 

         ＊令和２年度第２回安平町未来創生委員会（10月14日開催）で配布した「第２期安平町

まち・ひと・しごと創生総合戦略（案）」の修正資料です。 

 

[議事趣旨] 

 現在の総合戦略の計画期間が令和２年度末をもって終期を迎えることから、安平町の地方

創生の充実と強化に向け、切れ目ない取組みを進めるため、『第２期安平町まち・ひと・し

ごと創生総合戦略』を策定します。 

 当該戦略では、地域資源や潜在している能力を活用し「子育て世代に選ばれるまち」「生

涯住み続けることができるまち」の実現を目指す目標を掲げ、将来にわたって活力を維持し

続けていくための施策や取組みを掲げています。 

 

 当該戦略の策定にあたって、これまでに安平町未来創生委員会で継続審議をしている案件

であり、今回の書面会議で委員会のご承認をいただき、パブリック・コメント手続きや町議

会全員協議会への説明を予定しております。 

 これまでの委員会意見に対する町の考え方を整理していますので、詳細については同封の

資料１・２をご覧ください。 

 また、「第２期安平町まち・ひと・しごと創生総合戦略（案）」は、令和２年度第２回安平

町未来創生委員会（10月14日開催）で配布しておりますので、ご確認ください。 

 

 

 当該戦略の策定スケジュールについては、以下を予定しています。 

 ・令和２年11月20日～12月10日：パブリック・コメント 

 ・    11月下旬：町議会 全員協議会 

 ・    12月下旬：計画策定 

 

 



 
 

 

 

第２期安平町まち・ひと・しごと創生総合戦略の策定における経過等 
 

期 日 項  目 内 容 

 ６月16日 

～６月23日 
安平町未来創生本部専門部会 計６部会 開催 

 ７月21日 令和２年度 第１回安平町未来創生本部会議  

 ８月３日 ①令和２年度 第１回安平町未来創生委員会 

・第１期安平町まち・ひと・しごと創生総合戦略 評価検証 

・第２期安平町まち・ひと・しごと創生総合戦略 策定に向け

て 

 及び人口ビジョンについて 

 10月14日 ②令和２年度 第２回安平町未来創生委員会 ・第２期安平町まち・ひと・しごと創生総合戦略（案） 

 10月16日 安平町議会全員協議会（１回目） 

・第１期安平町まち・ひと・しごと創生総合戦略 評価検証 

・第２期安平町まち・ひと・しごと創生総合戦略（案） 

［総合戦略の策定に向けて、人口ビジョン］ 

 10月21日 令和２年度 第２回安平町未来創生本部会議 ・第２期安平町まち・ひと・しごと創生総合戦略（案） 

 11月５日 ③令和２年度 第３回安平町未来創生委員会 ・第２期安平町まち・ひと・しごと創生総合戦略（案） 

 11月20日～ 

12月10日 
町民意見聴取（パブリックコメント） 

第２期安平町まち・ひと・しごと創生総合戦略（案）に対する

町民意見聴取（パブリックコメント） 

 11月下旬 安平町議会全員協議会（２回目） ・第２期安平町まち・ひと・しごと創生総合戦略（案） 

 12月下旬 
第２期安平町まち・ひと・しごと創生総合戦

略の策定予定 
 

 

予 

定 



頁 意見・質疑

全体・基本目標等
全体 計画策定にあたって、和暦と西暦の併記をお願いしたい。 和暦・西暦の併記について対応

34 基本目標において、第１期戦略では「町民の健康寿命延伸」として介護認定率
を使用しているが、近年は認定基準が変更されており、町民の寿命延伸につな
がる指標になりにくくなっているため、介護予防事業の参加者数などを設定す
るようが良いと考える。

基本目標の指標として「介護予防事業（１次予防）への参加者数」を設定し対応

①　雇　用

35

◇テレワークなどが浸透してきている中で、首都圏の子育て世代への働きかけ
は非常に重要と考える。

◇リモートワークが定着してくると、町の魅力を訴えやすくなってくる。
　ターゲット層に対するプロモーションが大事である。

◇リモートワークの拠点整備について、町外からの利用であれば、居住の場が
必要となるので、空き家を活用することで、町民（住宅所有者）が収入を得られ
るような取組みを検討されてはどうか。

情報通信技術の発達により、都会と地方のビジネス面でのハンディキャップが解消されつつ
あることや、新型コロナウィルス感染症の拡大により首都圏など都市部から地方への地方分
散・事業所分散の動きがあることから、いただいたご意見も参考にしながらワーケーション・
サテライトオフィス・リモートワークの推進に向けたワーキングスペースの整備を進めていくこ
ととしています。

また、これらターゲッット層へのプロモーションのため、今年度にはニーズ調査を進めてお
り、今後はターゲット層に対して働きかけを行っていくこととしています。

36 コロナ渦において、持続可能な社会の実現などといった意識の高まりにより、若
い人や首都圏などから農業に挑戦したいという方が増えると考える。

令和２年度に出展した首都圏での「新・農業人フェア」には、前年度の２倍ほどの来場者が
あり、安平町ブースへも前年度の２倍以上の方々にご来場・ご相談をいただきました。
コロナ渦において、このように農業をはじめリモートワークなどに関心や注目が集まってお
り、首都圏などからの地方分散の情勢を踏まえながら、町への受け入れや移住定住などに
向けた対応を行っていくこととしています。

35～
37

移住を検討する人は、仕事のことを考えるため、どれだけ仕事の情報を提供で
きるかが重要だと考える。安平町の魅力とあわせて発信をしてくことが重要と考
える。

町内企業の求人情報とあわせて町の魅力を発信していきます。

第２期安平町まち・ひと・しごと創生総合戦略（案）への意見・質疑に対する考え方

考え方や状況について

資
料
１



②　子育て

◇18歳までの医療費無償化や児童福祉複合施設など、子育て世代にとって魅
力的であり、また、小中一貫教育にも期待しています。
　さらに、学校就業後に習い事や塾が安心してできる環境があると、働いている
女性も助かると思うし、出生率の向上や後押しにつながると考える。

子育て世代に選ばれるまちを目指し、安心して子どもを産み育てられるための環境づくりに
取り組んでいくこととしています。

③　教　育
45 ◇あびら教育プランについて、学校教育との連携が大事だと考える。

◇移住定住という観点で考えると、就学前・小学校・中学校、さらには高校生ま
でつなげることで、子育て世代へのＰＲになると考える。

◇移住の取組みが進んでいる自治体は、観光の取組みも進んでいる傾向にあ
る。
　移住と観光、そして、あびら教育プランなど安平町の特色ある学びを立体的に
見せることが重要だと考える。

ご意見のとおりと認識しており、「遊び・学び・挑戦」を通じ、子どもから大人までの教育をサ
ポートする「あびら教育プラン」を安平町の特色ある学びとし浸透させ、推進していくこととし
ています。
また、学校の教育活動と連動させ、地域の教育活動と連携した学校教育を展開していくこと
で、若年層や子育て世代の関心を高め移住定住につなげていくこととしていますし、町民向
けにはあびらチャンネル等でもその活動を紹介するとともに、町外向けのＰＲが重要だと考え
ています。

④　くらし
48 ◇昼夜間人口比率が高いという点において、安平町は町外からの通勤者が多

いという特性を踏まえ、「町外に居住する町内企業従業員の移住・定住数」をＫ
ＰＩとして設定しているが、この５年間で実績が無い。これまで、町外から町分譲
地へ移住した方はいないのか。
また、KPI達成に向けてしっかりと取り組んでいただきたい。

◇転勤により安平町勤務となった場合、単身者でも町内に住みやすい環境を
検討すべきと考える。

町外から町分譲地・町内民有地への住宅建設などの実績はあるが、ご指摘の指標項目の
趣旨は、昼夜間人口比率が高い当町の強みを活かし、町外に居住する町内企業従業員の
移住を促すというものであり、これまでに企業側に意向調査等を行いながら検討を進めてき
たが、震災もあり中断している経過があります。
ご指摘のとおり、今後、早い時期に実施できるよう協議を進めていくこととしており、新規採
用や就職等で町外から町内企業へ就業する若者と雇用企業の双方に対する連動施策の
創設などを予定しております。

49 2045年までの安平町の将来展望人口推計が示されているが、ここまで人口が
減少するということを想定して、財政・インフラ・施設の在り方を検討していく必要
がある。

ご意見のとおり、安平町公共施設等総合管理計画に基づき、町の財政状況や震災による情
勢変化等を踏まえながら、中長期的な視野で公共施設等の整備、更新、長寿命化、さらに
は行政改革という視点も含めて町内における類似施設の統廃合に取り組むこととしていま
す。

資
料
１



52 ◇地域公共交通について、ＪＲ室蘭線の存続が気になるが、今後どのような取
組みを行っていくのか。

◇町職員のＪＲ利用はどのような状況か。

利用促進に向けて、町独自の取組みを行うほか、沿線自治体等で構成する協議会での取
組みを進めていくこととしており、鉄道路線の維持存続を最優先に適切に対応していくことと
しています。
安平町の独自事業であるＪＲの利用促進策として、従来からの取り組みに加えて今年度から
新たに以下の取組みを行っています。
　・グループ旅行での助成金支援（別添チラシ参照）
　・北の産業革命「炭鉄港」等を活用した室蘭線の利用促進（別添チラシ参照）
　・鉄道利用促進のための「共通回数乗車券のJR駅での取扱い」 など

コロナウィルス感染症の影響により、Ｒ２年４月から10月までは実施見送りしておりましたが、
１１月から月１回の町職員によるノーマイカーデーを再開することとし、鉄道の利用促進の取
組みを実施することとしています。

53 自治会町内会の関係で、行政職員が地域と行政とのパイプ役となる地域サ
ポート制度について、高齢化が進む自治会では、行政職員が積極的に自治会
と関係を持つ必要があると思う。制度が形骸化しないよう、そして、積極的に地
域をサポートする体制としてほしい。

自治会・町内会等の地域コミュニティ活性化の推進に位置付け、地域の意向を把握しなが
ら地域サポート制度の継続実施を行っていくこととしています。
地域コミュニティの維持存続や再生に向けて、地区別計画を策定し実践していくこととして
おり、引き続き、地域と行政との関わりを深めていきます。

⑤　回遊・交流

― ―

⑥　情報発信
移住を検討する人は、仕事のことを考えるため、どれだけ仕事の情報を提供で
きるかが重要だと考える。安平町の魅力とあわせて発信をしてくことが重要と考
える。

町内企業の求人情報とあわせて町の魅力を発信していきます。



安平町のＪＲ利用促進事業の一例 

 

■グループ旅行での助成金支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



■北の産業革命「炭鉄港」等を活用した室蘭線の利用促進事業 



新旧対照表（修正表） 

  

頁 修正前（第２回安平町未来創生委員会 配布時） 修正後 

34 

 

 

 

 

49 

 

 

 

52 

 

 

 

 

 

 

 

 

57 

 

交流人口の増（道の駅来訪者数を含

む観光入込客数） 
1,111千人         

 

 

〇下水道普及率・水洗化率 
・普及率 75.7％ 

・水洗化率 89.3％ 
現状維持 

 

 

〇デマンドバス登録者数 
 

 

〇デマンドバス・循環バス年間利用者 

 数 

 
 

〇町内ＪＲ駅における１日あたり乗

降客数 

 
 

 

 

〇観光入込客数 
1,111千人 

（令和元年度） 
 

〇道の駅来訪者数 
877千人 

（令和元年度） 
 

 

 

交流人口の増（道の駅来訪者数を含

む観光入込客数） 
1,173千人 904千人 

 

 

〇下水道普及率・水洗化率 
・普及率 75.7％ 

・水洗化率 89.3％ 

・普及率 74.6％ 

・水洗化率 88.0％ 

 

 

〇デマンドバス登録者数 
734人 

（平成30年度） 
908人 

〇デマンドバス・循環バス年間利用者 

 数 

7,274人 

（平成30年度） 
8,840人 

〇町内ＪＲ駅における１日あたり乗

降客数 

614人 

（令和元年度） 
522人 

 

 

〇観光入込客数 
1,173人 

（令和元年度） 
904千人 

〇道の駅来訪者数 
877千人 

（令和元年度） 
525千人 
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